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   開     議 

 

 

○町田義昭議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員はございません。

よって、ただいまの出席議員は定足数に達して

おります。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

３号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○町田義昭議長 日程第１、市政一般に関する質

問を昨日に引き続き行います。 

 これより個人質問を行います。 

 それでは、順序ご指名いたします。 

 

 

 蒲生吉夫議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 順位５番、議席番号17番、蒲生

吉夫議員。 

  （17番蒲生吉夫議員登壇） 

○１７番 蒲生吉夫議員 おはようございます。

３月定例会に当たりまして一般質問を申し上げ

たいと思います。 

 最初に、置賜地域に看護師養成学校の設置の

ためにというテーマでありますが、高度医療を

提供する中核病院として公立置賜総合病院を新

設し、これまでの旧長井市立病院始め、南陽、

川西病院、飯豊診療所などは初期医療、慢性期

医療を提供するサテライト医療施設として役割

を担ってきました。 

 2000年、平成12年11月開院ですから10年にな

ります。私は99年から病院組合の議員をしてい

ますので、11年目になります。設立当初から医

師不足の問題、看護師始め医療スタッフの必要

数を確保できないなどを始め、院内保育園の設

置問題や、ふえ続ける外来患者に対する医療連

携のあり方など困難な問題も多くありました。

基幹病院とサテライトを配置した病院という経

営方式は全国的にも注目された経営方式であり、

多くの団体が視察に来られたと記憶しておりま

す。 

 開院して10年目になったとはいえ、医師不足

や看護師不足に関する状況は以前にも増して厳

しくなっていると感じています。医師について

は、臨床研修医制度が導入され、卒業後２年間、

新人医者の配置ができなかったことも大きく影

響していると思われます。看護師については、

現行の公立置賜総合病院のように10対１の看護

体制をとっている病院が圧倒的多数であります

が、より安心・安全、良質な医療の提供を目指

して７対１の看護体制をとるところもふえてお

り、これまで以上、看護師の確保が困難になっ

ていると考えられます。 

 加えて、看護師の職域の拡大も影響している

と思います。置賜広域病院組合の病院改革アク

ションプランにおいては、平成23年度から７対

１の看護体制を実現するよう計画されています

ので、昨年10月の病院組合議会定例会において、

「現在の看護師人数に比較して何人の増員が必

要になるか」という質問に対して、「60名程度

と想定している」とのことでありました。平成

22年度の看護師採用として40人の募集定数に対

し27人の合格者で、追加募集したいとのことで

ありました。 

 そういった看護師養成学校の絶対数が不足し

ているとの認識を踏まえ、置賜広域病院組合議

会において置賜に看護師養成学校の設置を提言
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してきました。2008年10月、2009年10月、こと

し２月の定例会において３回の質問でそれぞれ

の角度を変えて提言しましたが、２月の議会で

は白紙の状態ということで、新たな展開を感じ

ることはできませんでした。しかし、公立看護

学校の例を挙げ、参考にということでしたが、

「１学年30人程度で人件費を含め年間１億円弱

の経費を要して、７から８割近く母体市から繰

り入れがなされている。施設整備に補助制度が

ある。起債の対象にもなる。構成団体と十分に

協議の必要がある」などと答えられています。

要するに、人材育成面から構成団体の負担増に

なることを検討すれば、新たな展開が生まれて

くるとも感じたところです。こういったことも

踏まえ、以下について質問を申し上げたいと思

います。 

 山形県の平成18年から22年までの看護職員需

給見通しは不十分でないかという件についてで

あります。この需給見通しを作成するに当たっ

て看護職員推計の基準となる平成17年の看護職

員数については、平成16年12月31日の業務従事

者届をもとに平成17年６月の看護職員需給見通

し策定に係る実態調査などによって作成をした

表によりますと、基準看護職員の山形県合計で

は１万2,689人となっております。この調査の

需要数の基本となっている機関と呼ぶか、職域

としては、１番目には病院、２番目に有床、無

床の診療所、３番目に助産所、４番目に介護保

険関係、５番目、そのほかの社会福祉施設、保

健所、市町村、教育機関、事業所、学校などと

なっております。 

 需要と供給の見通しでは、平成18年は需要数

１万3,796人に対し供給数１万3,094人と702人

の不足、最終年の平成22年には需要数１万

4,786人に対し供給数１万4,713人で73人の不足

となり、看護職員の不足状況が改善に向かうも

のと見込みましたとのことであり、数字の出し

方は合っていると思いますが、果たしてこの見

通しが現状合っているかどうかという疑問があ

ります。 

 需要数も見通しで所定労働時間、育児休業、

年次有給休暇、複数夜勤と月64時間の夜勤、介

護保険関係など、ほとんど合っていますが、大

きく違っているところは、７対１の看護体制を

目指すところがあり、県内外の看護師の引っ張

り合いになっていることだと思います。供給数

において、県内看護師養成所の在籍状況と県外

養成所の県内就業状況は、過去の実績から推計

し、再就業者、退職などによる減少は過去の実

績を踏まえ推計したとしていますが、この推計

でははかり切れない部分があり、全体の見通し

が違ってきていると考えられます。健康課長に

見解をお伺いしたいと思います。 

 次に、県内の看護師養成学校の現状をどう見

るかについてお聞かせ願いたいと思います。 

 先に、県内の看護師養成学校の状況について、

資料のとおりでありますが、ブロック別に分け

ますと、村山地区７校で定員が340人、庄内地

区は今のところ２校で65人、置賜地区は１校で

40人、合計445人であります。このように見て

いきますと、村山地区に集中していることがよ

くわかります。 

 私は、置賜地域に少ないから看護師養成学校

が必要だというばかりではありません。看護師

不足に対応して働きやすい職場、魅力ある職場

に医療スタッフも集まるわけですから、そのこ

とも重要ですし、しかし、絶対数が不足してい

るのであれば、これを解消できる条件があるの

は公立置賜総合病院だと思います。募集定員ま

で生徒を集めるのが困難ということもあるよう

ですが、学校が地域的に偏っていることも一因

だと考えられます。さらに、学校に進学させる

ための保護者の資金力も関係していると考えら

れます。ともあれ、長い目で見て置賜地域に看

護師養成学校を設置することは、地域にとって

も、県内の医療環境の充実にとっても大きく貢
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献できるものと確信しています。置賜広域病院

組合の副管理者でもある市長に見解をお聞かせ

願いたいと思います。 

 次に、置賜広域病院組合議会においても看護

師養成学校の設置を提言しているが、緩やかな

歩みと感じている。スピードアップの方策は何

かないかということであります。 

 冒頭でも触れましたように、この件について

は３回提言してきましたが、ようやく先進例を

挙げ、具体的な公立看護師養成学校の運営費用

などが紹介されるところになりました。私自身、

一朝一夕にどうにかなるなどと考えているわけ

ではなく、一歩ずつ進めていきたいと考えてい

ました。今回の私の質問に対する答弁をいただ

く中で、クリアしなければならない課題を整理

することができました。 

 公立置賜総合病院の職員定数は737人として

いますが、７対１の看護体制をとる場合、定数

の見直しが必要であること、これは置賜病院の

中の問題であります。看護師養成学校の設置を

考えた場合、まず、まなびやが必要なこと、厚

生労働省が定めている看護師の専任講師を最低

６人確保しなければならないことなどがありま

す。さらに、現場の看護師が兼務で教員をする

必要性が出てくるなどですが、養成学校を設置

する場合は普通にしなければならない事項だと

も思います。 

 もう一つ、注視しなければならないところが

あります。厚生労働省において21年度に第７次

看護職員需給見通し策定のための実態調査を行

ったものに基づき検討会を重ね、平成23年から

27年までの第７次看護職員需給見通しを策定す

るようです。この見通しに基づき山形県の平成

23年から27年度までの看護職員需給見通しを策

定するようになると考えられます。このような

課題に対してどのように整理をして取り組んで

いくかだと思います。市長の見解をいただきた

いと思います。 

 次に、学生寮とか長井で支援できることは何

かないのかということについてであります。 

 看護師養成学校がどのようになるかが全く見

えない中で、学生寮などについては全く考えが

及ばないかもしれませんが、まなびやも学生寮

も同時につくろうとすると大変なところだけ先

に見えてくるような気がしてなりません。学年

ごとであっても構わないわけですが、既存の住

宅を改装するとか借り上げ方式だとか、どのよ

うなことでも可能なわけで、学校が設置になっ

た場合、「学生寮は長井に任せてください」と

名のりを上げていくことも大切なアクションな

のではないでしょうか。 

 次に、２番目の子ども手当が人口維持、人口

増に関しての影響をどう見ることができるかに

ついてお尋ねいたします。 

 22年度施政方針においては、３万人都市復活

のための施策の推進として方針を掲げ、並々な

らぬ決意で臨んでいることは大変よくわかりま

す。国勢調査も行われますので、人口を維持し、

増加に転じたい気持ちはよくわかりますし、私

もそう願いたいと思います。しかし、３万人都

市復活と日本一幸せに暮らすための施策が一致

した政策になるのだろうかということは意見の

分かれるところだと思います。 

 また、「子供たちの幸福度が日本一高いまち

を目指し、オランダ在住の教育研究家リヒテル

ズ直子氏の協力を得ながら、競い合いから助け

合いの教育を進めたいと思います」との表現で

ありますが、競い合いから助け合いの教育、私

の考え方としては大賛成です。しかし、講演の

中では、大学入試だけを目指した教育制度の問

題についてもあり、競い合いの社会ができてい

ることに対する警鐘を鳴らしていたと感じてい

ます。 

 ともあれ、だれもが幸せに暮らしたいと思う

のは当然のことであり、私自身は幸福度が日本

で１番であろうと100番であろうと全く構いま



 

―８８― 

＋ 

＋

＋

＋

せん。私自身のスタンスからいえば、何の根拠

もありませんが、中くらいがよいのではないか

なと思います。テーマにしております子ども手

当については、対象児童がいない世帯は大増税

になるとか、小さなむだを減らし大きなむだを

つくるとか、一律支給は社会主義的発想などと

いった批判もありますが、だれしもが次世代に

多額のツケを残すことだけは避けてもらいたい

と思っているのではないでしょうか。長井市に

とって子ども手当の支給という施策が人口維持

や人口増に結びつくことを願ってやみません。

どんなふうに考えておられるか、お聞かせ願い

たいと思います。 

 合計特殊出生率が急落してきたのは経済的理

由が大きいと思うがどうかについてであります

が、2008年のベースに見る日本の合計特殊出生

率は1.37と低い位置にあります。と言ってもわ

かりにくいと思いますので、国際的な比較で見

ていきますと、日本より少し高いイギリスの

1.84、その上にスウェーデンの1.85、その上に

フランスの1.98、その上にアメリカの2.12であ

ります。日本より少し低い位置にはイタリアの

1.35、さらに低い位置には韓国の1.19となって

おります。 

 平成18年だと思うんですが、国内における山

形県の位置は11位で1.45、平成20年度は1.44で

15位でありますが、１位は沖縄県の1.74、最下

位は東京都の1.02となっており、大都市ほど低

くなる傾向にあります。国際比較で見たように、

日本より出生率が急激に低下してきた韓国の場

合、教育費、特に塾代を含めた家計負担の大き

さを上げられる場合が多い、確かに学校教育の

私的負担では韓国は世界一の高さとなっている

と言われています。日本の少子化の原因も韓国

と同様の理由も考えられます。子供１人を成人

にするまでの多額の費用を要するところは全く

同じだと思います。 

 もう一つ、興味のある資料があります。厚生

労働省が20歳から34歳の男女、2002年から２年

間追跡調査した第３回21世紀成年者縦断調査に

よれば、2002年の時点で独身者についてこの２

年間の結婚状況を見ると、男性正社員の10.5％

が結婚しているのに対し、非正規社員では

3.3％にとどまっています。非正規社員の若者

について配偶者を持つ比率が低いと分析され、

賃金、待遇面での改善や、若者が再挑戦可能な

雇用システムの構築が必要だということであり

ます。言ってみれば、双方とも経済的理由とな

るように考えられますが、ほかにも考えられる

ことがあればお答え願いたいと思います。 

 次に、婚活支援も、やまがた婚活応援団も大

事だが、このたびの施策のような子育て支援医

療給付事業や子育てしやすい職場環境の構築が

必要だと思うがどうかについてであります。 

 22年度の市民課の予算の中で139万円が婚活

支援委託料として予算化されています。これは

やまがた婚活応援団プラスなどとリンクして行

われる事業なのではないかと思われます。山形

県においては子ども政策室が設置されており、

この３月には「山形県子育て基本条例（仮

称）」が制定される予定のようです。徐々にで

あっても効果が出てほしいと思っているところ

です。また、長井市医療給付事業に関する条例

の一部を改正する小学校までの医療費を大幅に

軽減し保護者負担を軽減することなどは、ひと

しく享受できる施策だと思います。 

 しかし、最も大事なのは、子育てしやすい職

場環境をどう構築していくかということが重要

だと思います。病児・病後児保育のように、子

育て中の父母から強力な要請があるわけではな

く、実施するにはほとんど困難であるにもかか

わらず、補助金などがあるとすぐに食いついて

しまうなどは余り感心しません。それよりも、

小さい子供が病気になったときには保護者が時

間をとれる体制をとることの方がよほど重要だ

と思います。 
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 民主党のマニフェストの中に次のようなこと

があります。だれもが安心して家庭生活や地域

活動とのバランスをとりながら働き続けること

のできる環境をつくります。時間外勤務手当の

法定割増率を国際水準である50％まで引き上げ

ます。企業にとっては時間外労働が割高になり、

業務量がふえれば長時間労働や休日労働ではな

く、新規採用につながるようにしますと書いて

あります。まちづくりとして目指す方向は、こ

ういった方向だと思います。 

 高校、専門学校、大学など、それぞれの学校

を卒業して入った会社が最初から臨時職員であ

るとかいう不安定雇用は将来への希望を見えに

くくしていると考えなければなりません。人口

維持や人口増を何回唱えてもふえるわけではな

く、人口流出を少なくする政策の実行と生きる

ための社会不安を取り除くことが大きな人口維

持、人口増という課題が後ろからついてくるも

のと考えております。 

 以上、壇上からの質問といたしたいと思いま

す。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 蒲生吉夫議員のご質問にお答えいたします。 

 まず、蒲生吉夫議員におかれましては、置賜

広域病院組合議会の一般質問で今まで３回、看

護師養成学校の設置のためのご質問をしていた

だいたということで、敬意を表したいというふ

うに思います。 

 まず最初、ご質問の置賜地域に看護師養成学

校の設置のための、私の方は（２）の県内の看

護師養成学校の状況をどう見るかということだ

と思います。 

 県内の養成学校につきましては、蒲生吉夫議

員がご指摘のとおり山形市周辺に集中しており

まして、置賜、庄内では少ない状況、特に置賜

は三友堂病院の看護学校の定員40名と、県内全

体で445名でございますので、そういった意味

では非常に偏った状況だなというふうに思って

おります。 

 病院、医療機関の規模、設置数等に応じて県

内主な地域に看護師養成学校があり、地域の医

療体制が充実されることがバランス的に望まし

いと言える面はございますけれども、継続的に

運営できることも必要な条件ですので、入学希

望者の動向を踏まえた上で配置のあり方を判断

すべきというふうに基本的に考えております。 

 特に入学希望者が大学附属の看護師養成校に

集中する最近の傾向を考えますと、規模の大き

な都市部に集中していることもやむを得ない状

況であるとも言えます。しかし、置賜も議員が

ご指摘のとおり置賜総合病院も含め各市町に公

立病院があることから、私はこの状況を変える

必要があるということで、蒲生吉夫議員と同意

見でございます。 

 次に、（３）の置賜広域病院組合議会におい

ても看護師養成学校の設置を提言しているが、

緩やかな歩みと感じていると、スピードアップ

の方策はという点でございますが、特に議員が

３回質問されたうち昨年の10月の議会で、やは

り事務局長が答弁をされておりまして、終了後、

私の方から管理者の方に詰め寄りました。「今

回の答弁については当然管理者は事務局長と打

ち合わせの上、答弁してますよね」と、語弊が

ない範囲でお話しいたしますが、我々管理者、

副管理者にもぜひそういったこれからの病院経

営にかかわる一つの基本の部分であるから、県

の方の意向はわかるけれども、２市２町として

やっぱり検討しなければならないんじゃないか

ということを申し上げました。 

 今回の２月の議会でも残念ながら同じような

状況でございましたので、これは看護師養成学

校の件のみならず、やはり県と２市２町で構成

している病院組合でございますので、これらに

ついては、私から管理者、副管理者間でぜひそ

の辺は事前に協議した上で答弁するようにと申
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し上げたいなというふうに考えているところで

ございます。そういったことを踏まえて答弁さ

せていただきます。 

 全国的な看護師養成学校の動向を見ますと、

大学系の養成学校に学生が集中いたしまして、

専門学校の看護師養成校は平成９年から定員割

れをしている現状というようなことでございま

す。県内の各校では定員を上回る応募があるよ

うですが、養成校側からの高校等への呼びかけ

もあって応募者は確保できている状況であると

も聞いております。一般論から言えば、こうし

た現状と全国的な学生の動向を踏まえれば、大

学を中心とした看護師養成学校への入学が今後

の主流になると見られますので、山形大学医学

部や保健医療短期大学の看護師養成課程の定員

拡大や、これらの学校に長井市を始め置賜の地

元の生徒が進学しやすい環境と卒業後に地元に

就職できるような流れをつくっていく必要があ

ると思います。 

 特に現在県の方から示されております高校の

学校再編とあわせ、看護師養成につながる学科

の設置等も一つの考え方であると思います。こ

れにつきましては、地元の平弘造県会議員が県

議会の中でも質問しておりますので、ぜひ地元

県議のご協力も仰ぎながら、また、独自に看護

師養成校を設置した場合の事業主体のあり方や

財政面の将来の見込み等について検討を行い、

長井市や置賜地域にとっての効果と財政的な負

担状況等を具体的に検討してみることも方策の

一つと考えております。 

 残念ながら長井市独自でこれを進めることは

現在のところかなり難しいというふうに考えて

おりますので、関係者の合意形成がまず第一歩

というふうに考えておりますので、２市２町、

そして県の方とじっくりと話し合いを行いなが

ら、総意を持って県に働きかけるべきというふ

うに思っております。幸いにも、吉村知事は私

たち市町村の意向を尊重される知事だと私は思

っておりますので、必ずしも困難なことだけで

はないだろうというふうに思っております。 

 次の（４）学生寮など長井で支援できること

はないかという点でございます。専門学校に通

うにしても、議員からありましたように住居費、

生活費等々が必要であり、通常の進学と同じよ

うに保護者負担は大きいものがあると、そして

支援が必要な保護者もいらっしゃるんじゃない

かというふうに思います。私は、議員からご提

案あったとおり市議会の合意が得られるのであ

れば、ぜひ長井市単独でもこういったケースの

場合は支援する決意を持って当たらなければな

らないというふうに思います。看護師養成のた

めの体制、方向性が出ましたら関係団体と一緒

に支援策等についても検討が必要になると考え

ます。 

 次に、２の子ども手当の人口維持、人口増に

関しての影響をどう見るかということについて

お答えいたします。 

 （１）の合計特殊出生率が急落してきたのは

経済的理由が大きいと思うがどうかということ

でございます。これも議員のご指摘のとおりだ

というふうに私は考えております。大きく４点

ほどあるだろうと。 

 まず第１は、女性の社会進出が増加する中で、

仕事と育児が両立しやすい就労環境がまだまだ

不十分なために、子育てしながら働くことへの

不安を感じ、結婚や出産を控える傾向があると

いうこと。２点目は、雇用状況が厳しく、若い

男性についても非正規労働者が増加する中で、

出産、結婚ということで自分が結婚して家庭に

責任持てるかが不安であり、結婚や子供をもう

けることに対しちゅうちょする傾向があるんじ

ゃないかと。３点目は、子供の医療費や教育費

の負担が非常に大きく、子育てに対する経済的

不安があるということ。ＯＥＣＤの加盟国の中

で、これら子育てに関する費用、教育費が特に

高いのが日本と韓国というデータもございます。
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そういうふうに私は思っております。最後、４

点目でございますが、保育所などの不足から待

機児童が増加し、安心して子供を預け、働き続

けるための環境整備が不十分なことという以上、

大体４つの点が挙げられるというふうに思って

ます。 

 長井市の合計特殊出生率を見てみますと、平

成19年度1.70から、平成20年度は1.52となり、

残念ながら0.18ポイント低下しております。ま

た、長井市に本籍のある人の婚姻届出数を見て

みますと、これは本籍でございますので、必ず

しも長井市在住の方とは限りませんが、平成18

年度が353件、平成19年度が367件、そして平成

20年度は335件と8.7％ほど落ち込んでいるとい

う状況でございます。 

 これ（１）と（２）にもまたがるわけでござ

いますが、婚活支援も、やまがた婚活応援団も

大事だが、このたびの施策のような子育て支援

医療給付事業や子育てしやすい職場環境の構築

が重要だと思うがどうかという点でございます

が、議員の考えはごもっともだというふうに思

います。私の取り組み姿勢を少しお話しさせて

いただきたいというふうに思います。 

 現在、少子化、高齢化に伴う人口減少の加速

化を踏まえ、特に長井は緩やかじゃないですね、

過疎の地域にもう入っているんじゃないかと。

ですから自然減という現象が起きておりますの

で、いわゆる出生される方と亡くなる方では亡

くなる方の方が残念ながら長井も多いという地

域に入りました。これは過疎化の始まりでござ

いますので、そういった意味では地域活力の維

持向上に向け、人口減少抑制策の強化が急務と

なっております。これは総合的に考えなきゃな

りませんので、私も施政方針の中ではちょっと

言葉の使い分けがはっきりしてなくて誤解を招

くところがあるんですが、これが地域再生だと

いうふうに思ってます。地域全体のあらゆる施

策をもう一回見直さなきゃいけないと思ってま

す。 

 このまま人口減少の加速化が進めば、地域活

力の低下とともに、将来にわたり年金、医療、

介護などの社会保障制度の不安、低下などの市

民生活全般に重大な影響を及ぼすことが心配さ

れます。この考えは、山形県でも同じような思

いを持っており、県での具体的行動が「山形み

んなで子育て応援団」の開始宣言、この県民運

動が目指すものは、子供が夢と希望を持って健

やかに成長でき、安心して子供を産み育てられ

る社会を実現していくということで、この運動

の中に、結婚、妊娠、出産、子育ての一連の過

程を支援していく取り組みを含んでおります。

私はこの流れを尊重しておりまして、婚活支援

と同等に子育て支援が重要だというふうに考え

ております。 

 このたびの施策のような子育て支援医療給付

事業が重要だと思うがどうかということでござ

いますが、当市の年齢別人口、12歳から15歳、

現在の小学校６年生以上の人口が300名である

のに対して、これ学年ですね、300名、５歳か

ら11歳の人口は250名から300名ということで50

名近く減ってる学年もあると。４歳児以下につ

いては、もう既に250人を割っている状況でご

ざいます。11歳以下の人口がもし300名をずっ

と保っているんであれば、当市の人口は現在も

３万人を割ることはなかったというふうに思っ

ております。そういった意味で出生率、同時に

結婚を希望される方に何とか幸せな結婚ができ

るような応援も「過疎地域の長井」として考え

なきゃいけないんじゃないかと思ってます。 

 出生率の低下は当市に限ったことではござい

ませんが、昨年来の景気後退により子育ての環

境が厳しい状況にある中で、政府で実施する子

ども手当とあわせ私ども市町村が子育て支援医

療で小学生以下の医療費の助成、ぜひ将来は中

学生まで上げるべきだというふうに思っており

ますが、子育て環境が向上して出生率の増加に
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資することができるんではないかなというふう

に考えております。 

 最後でございますが、これ（１）から（３）

すべてを含んだ考え方も述べさせていただきた

いというふうに思いますが、人口維持や人口増

は後からついてくるものだと思うがということ

でございます。さきに議員の壇上からの質問の

中でリヒテルズ直子氏のお話もございました。

競い合いから助け合いの教育、これはぜひ私は、

全国でそれに近いことはどこの市町村もそれぞ

れの学校で、教育委員会で工夫されてなさって

るというふうに思いますが、議員からご指摘の

あったとおり日本という国がまだ大学入試制度

という、世界では日本と韓国だけというふうに

言われております。いわゆる経済のグローバル

化ということでグローバリゼーションが叫ばれ

てる中で、残念ながら教育に対しては日本は鎖

国状況であるというふうに私もいろいろ調べれ

ば調べるほど、これは必ず日本も変わってくる

だろうという、そういった見方をしております。 

 現に今回２月にリヒテルズ直子氏にご講演を

いただいたのですが、その際にお話ししました

ら、実はこの２月に新政権の教育に関する小委

員会の方から、やはり参考人として招致を受け

たと。そして、いわゆる子供たちの幸福度が高

い国の教育についてということで意見陳述をさ

れたというお話をお伺いしております。ですか

ら昨日幸福ということでの話もさせていただき

ましたが、同じように教育でも、いわゆるヨー

ロッパ志向の方向にあるんじゃないかというふ

うに見ております。 

 ただ、ヨーロッパの方では、後ほどもお話し

しますが、税体系が今の日本と大きく違います

ので、そこがこれからの新政権あるいは政権が

たとえまたかわったとしても、この方向性は私

は変わらないだろうと。例えば自民党を中心と

した政権にまた戻ったとしても、恐らく日本の

今の現状からすれば、いわゆる今までの日本の

ビジネスモデルがもう通用しなくなってると、

高度経済成長は今後はあり得ないと。結局もの

づくりとして、いわゆる輸出で外貨を稼いでき

たと、ところが、中国とか、あるいはインド、

ブラジル、ロシア、そういった国々のものづく

りのコストにかなわないと。ですから一時はや

ったように、また海外への工場が移転、いわゆ

る空洞化ですね、それになるか、もしくは違う

ビジネススタイルを考えなきゃいけない状況に

なってる。すなわち内需とか、あるいは成熟社

会への持続可能なそういった社会づくりだとい

うふうに私も思っております。 

 今回創設された子ども手当については、国の

将来を担う子供たちを社会全体で育てていくと

いう趣旨で、子育て世帯に対し経済的支援を行

うことはヨーロッパの少子化対策の事例から見

てもある程度有効な施策だというふうにとらえ

ております。ただし、これがいいかどうかは、

私は自治体を預かる者としては国の施策に対し

てとやかく言う筋合いございませんが、あわせ

て出産も含め育児と仕事の両立がしやすい、き

め細かな子育て支援が必要であると、これは議

員ご指摘のとおりだと思っております。 

 そこで問題になってくるのは、やっぱりその

環境ですが、例えば日本の場合は非正規雇用が

非常にふえてると。特に若い人がどんどん正規

社員になれない状況がこれからも多分続くと私

も見ております。そういった場合、やはりヨー

ロッパを参考にしますと、例えばワークシェア

リングの考え方が日本とは全く違うという実態

があります。例えば正規、非正規にかかわらず

同一労働同一賃金という考え方の国が多い。あ

わせて育児のため、例えば職を離れたという場

合でも、きちんとその間は国がいわゆる失業保

険という形じゃなくて保障してくれるというそ

ういった制度をとっている国がございまして、

やっぱりこういったことと組み合わせないと、

なかなか今の日本の現体制では難しいんじゃな
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いかなと思ってます。 

 本市において、平成22年度は子育て支援医療

給付事業や放課後学童クラブの拡充、そして新

たに待機児童解消に向けた認可外保育所への支

援などに取り組みをさせていただきますが、よ

うやく財政健全化の道筋が見えたということで、

長井市としても余り無理ができない状況ですの

で、徐々に充実させていきたいというふうに思

っております。 

 地域的な特徴を踏まえた取り組みは、その地

域でなければできないものもありますが、私と

しては、国が少子化対策として若者や女性の雇

用と就労環境の整備、育児、保育の無償化など

も含めたトータルな子育て支援、子供たちが平

等に教育を受けることができる教育施策、特に

やっぱり子供たちの幸福度が高い、そういった

まちを、教育を目指さなきゃいけないと思って

おります。総合的、体系的に取り組んでいきた

いと、そして国にもそういったことを望むもの

でございます。そしてこれらの施策が社会的に

認められ、確実に定着することで婚姻率や出生

率の向上が図られまして、ぜひ子育てするなら、

教育を受けさせるのなら転入者も含めて長井と

いうことで、人口増加に結びついてくるものと

考えております。以上でございます。 

○町田義昭議長 中井 晃健康課長。 

○中井 晃健康課長 県の看護職員需給見通しは

不十分でないかという質問にお答えいたします。 

 平成22年までの５年間の看護職員需給見通し

は、2,063施設を対象に需要見込み調査を行い

まして、回答のありました1,479施設からのデ

ータをもとに、そのほか期間内に増設が予定さ

れております施設並びに制度改正等の見込みを

含め推計されたものでございます。推計の結果

は22年度にほぼバランスがとれるとされており

ましたけれども、公立置賜総合病院や、ほかの

医療機関での看護師の募集と応募者数の状況並

びにハローワークでの看護師の求職、求人数の

状況を見ますと、見込みよりも大きな需要があ

りまして、需給均衡とは言えなかったのではな

いかというふうに感じております。 

 その主な内容を見てみますと、制度の改正に

よります需要の拡大というのもありますけれど

も、計画の中では退職による減少者数を１年当

たり2.6％としておりまして、これは通常の退

職者数を見込んでおります。これに対しまして

2009年の日本の看護協会の調査を見ますと、山

形県では6.5％の離職率というふうになってお

ります。また新卒者の看護師の離職率を見まし

ても、同じように6.6％という数字が出ており

ます。これでもこの数字としましては全国的に

かなり低い離職率でございますけれども、結婚

等の要因があったといたしましても退職者を大

幅に上回る離職者数がいる状況でございますの

で、離職後の再就職といったものがうまく働い

ているのか、これが目標達成のための大きな要

因になっていたのではないかというふうに感じ

ております。 

 ただ、この傾向は山形県だけにとどまりませ

んで、全国的な傾向にもなっております。そう

いったことを考えますと、計画と目標で相当大

きな乖離が出てしまったというのは、推計手法

上あるいは計画を策定した時点での将来的な制

度改正との見込みが立てられない部分もありま

したので、やむを得ない結果であったのかなと

いうふうに考えております。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 大変ありがとうござい

ました。 

 資料を皆さんにお配りしていると思いますが、

県内の看護師養成学校の状況はこんな状況なん

だと思います。市長が答えていた、例えば高校

に看護学校を設置しようと考えれば、下から２

段目の山辺高等学校看護科みたいなスタイルに

なるんではないかなというふうに考えられるん

ですね。 
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 私は病院の議員ずっとやってきたんでわかる

んですけども、最初から医者と看護師は不足し

てたんです。年間に50人とか、最初の２年目か

な、60人ぐらい採用してるんですよね。だけど

も、採用した数と、やっぱりさっき健康課長が

答えたように離職する数というのは均衡がとれ

ていかないんですね。理由は、50歳ぐらいを過

ぎると極端に夜勤がつらくなるというあたりが

非常に大きいんだと思います。夜勤がつらくな

るということは、夜勤をしないでいい職場に異

動するというのが私は結果なんだろうと思いま

す。すると、残った職員はまた大変な思いをす

るわけですね。その悪循環の繰り返しというの

がこれまで置賜病院の10年間の歩みだったんで

はないかというふうに私は感じてるんですね。 

 不足している看護師というのは、健康課長さ

っき答えたように、需給見通しというのは、再

来年度、23年度からの需給見通しは21年度の不

足状況の調査なんですよね。要するに、23年度

からの考えているのは21年度の調査に基づいて

22年度で計画をするんですよ。ですから本当は

先に飛んでいく鳥に向かっていくんでなくて実

態を調査して、それに少しずつ加算するんだけ

ども、その見通しが誤っているんだと思います。 

 全国ですごいんですね、新しく看護学校を設

置しているところを見ていきますと、すごい数

なんですよ。県内的には、新設されるというふ

うになっているのは、下から３段目の酒田看護

専門学校看護科が募集ことし21年度で終わりで

すから、22年度からは酒田市が運営する学校に

変わっていくという意味で、これ新設というふ

うな扱いになっているんですよね、見てみまし

たら。やっぱり大学の傾向も確かにわかるんで

すけれども、つらいから退職する、退職するか

らまた職場がつらくなる、そういうきつい職場

に居たくないということで、置賜病院は入って

さほど年数がたたないうちに退職している人も

結構いるんです、結婚退職じゃなくて。７対１

の看護体制のところに異動するんですよ。それ

が今、看護師需給がバランスを崩しているとい

うところがあると思います。 

 私、以前からそうなんですけども、当面の対

策は、ほかにいるところを、学校を卒業したの

を採用できればそれでオーケーなんですよ。だ

けども、絶対数が不足しているんであれば、そ

れは絶対いかないですよ。そういう意味では、

何としても意欲を持って市長に取り組んでほし

い課題として今回言っていたわけなんですね。 

 医者については、また別の解決方法があるん

ですよ。医者が書いています例えば保険を申請

する診断書の発行の前準備のところだとか、そ

ういうところは医療クラークという制度を取り

入れていて、そっちの方で一程度医者の負担軽

減がなされる傾向にあります。 

 置賜病院の病院改革アクションプランの中に

も、これは議員みんなに去年の６月ごろに渡し

ているんですけども、アクションプランに書い

てあることというのはすごいこと書いてあるん

ですよ。それには看護師養成学校の方針がのっ

てない、丁寧に書いてあるんですけども、のっ

てないです。少なくてもそこにのせるだけのも

のを、いいですよ、高校に設置するのも。にし

たって専任の看護師が必要ですから、６人は。

23年度からどうも８人になりそうな感じですね、

専任の講師として。そうなるかどうかというの

は今検討中みたいですけども、もっとハードル

が高くなるというふうな状況なんだと思います。

そういう意味では、結構構えていかないと難し

いのかなというふうに思いますので、もうちょ

っと市長に踏み込んだ答弁をそこについてお願

いしたいものだなというふうに思います。 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 ぜひ蒲生吉夫議員からいろいろご指導いただ

きながら、ちょっと私もまだ、本当に申しわけ

ありませんが、勉強不足なところを少し反省し
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ております。７対１の看護体制にすると病院の

中期展望なんかもできてるわけですが、ぜひそ

れを実現するための具体的なアクションを私も

起こしていきたいというふうに思いますし、看

護学校については、重要課題ですので、取り組

んでいきたいと思いますので、よろしくご指導

いただきたいと思います。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 健康課長にお聞かせ願

いたいと思うんですが、来年度は７次の看護師

の需給計画として、国の方で調査が21年度終わ

りますので、22年度にその計画をするんですね。

そこのところで、看護師の需給だけでなくて、

今言ったように学校を設置するにも専任の看護

師が今のところ私、６人だと言ってますが、８

人になるような検討で以前から動いてるように

思うんですね。そこは情報的に何らかのものが

ありますでしょうか。 

○町田義昭議長 中井 晃健康課長。 

○中井 晃健康課長 第７次の見通しにつきまし

ては、現在国の方で協議が行われておりまして、

３月に中間報告が行われるというふうに聞いて

おります。議事録等、一部公表になってるとこ

ろがありまして、やはり看護師不足が全国的に

現在６次の見通しの中で立てた数字以上に生じ

ているということは報告されておりますけれど

も、新しい養成体制等についてはまだ具体的に

出ておりませんので、わかり次第、それを踏ま

えた上でこちらの方としても今後の対応等につ

いて考えていきたいというふうに考えておりま

す。 

○町田義昭議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 ですから今でも専任の

講師を６人を確保するというのは大変だという

ことがわかるんですね。置賜病院でもそういう

ような答えをしてました、６人も大変だと。ま

たハードル高くなったらもっと大変なのかなと

いう感じがあるんですね。やっぱり現場の方の

実態が本当に把握されているのかというのは、

アンケート形式で行われるんですね、この調査

は。それぞれの施設にアンケートを出して、私

もちょっととってみたんですけども、意外と簡

単に書けそうなアンケートなんですよ。 

 これに基づいて調査をして、それで制度設計

をしていくというふうにしているのかもしれま

せんが、やはり学校やなんか不足してるから設

置しようと思ってもすぐできるなんていうとこ

ろはどこもないんですよ。現在の看護学科を持

っていない大学で看護学科のところだけ新設し

ようとする部分は意外と簡単にできるみたいで

すね。もっと言えば、講師陣が簡単に確保でき

そうなところというふうになるんだと思います。 

 そういう意味では、私は大学設置型のもので

なければならないなんて考えていませんし、さ

っき市長が言ったように、高校設置型だって私

はいいと思いますね。山辺の看護学校に置賜の

方から結構行ってるんですよ。私の知り合いの

子供も２人ほど行ってるのを私知ってます。近

くでですからそれぐらいやっぱりニーズがある

んだと思いますね。そういう中で、例えば専門

学校の方がいいだとか高校設置型だとか大学設

置型だとか、何も問いませんよ、私は。少なく

ても、いろんなニーズに合わせてそういうふう

にしていくということの方が望ましいのかなと

いうふうに思っております。 

 時間でありますので、ここの部分については

頭に入れておいていただいて、行動をお願いす

ることにして、質問を終わりたいと思います。 
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○町田義昭議長 次に、順位６番、議席番号１番、

竹田博一議員。 

  （１番竹田博一議員登壇） 


